
議案第９号 

   令和７年度東郷町一般会計補正予算（第８号） 

 令和７年度東郷町の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５５８，１１８千円を減

額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１８，８６８，４５５千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表継続費補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第３条 繰越明許費の追加は、「第３表繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表地方債補正」による。 

  令和８年２月２４日提出        東郷町長 石 橋 直 季 

 

 







第２表　継続費補正
変　更

総額 年度 年割額

千円 千円

令和６年度 353,839

令和７年度 23,373

５　保健体育費
総合体育館アリーナ
天井等改修事業

補正前

款 項 事業名

377,212１０　教育費
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総額 年度 年割額

千円 千円

令和６年度 353,839

令和７年度 21,968

補正後

375,807
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第３表　繰越明許費補正
追　加

款 項 事業名 金額

千円

２　総務費 １　総務管理費 住民記録システム改修事業 ２，３３２

２　総務費 １　総務管理費 標準化準拠システム移行事業 ３４，２５０

２　総務費 ２　徴税費 固定資産支援システム標準化対応改修事業 ９９０

２　総務費 ２　徴税費 家屋評価システム標準化対応改修事業 ２，２００

２　総務費 ３　戸籍住民基本台帳費 戸籍附票システム改修事業 ９９０

３　民生費 １　社会福祉費 社会福祉協議会補助事業 ２５，７７５

３　民生費 ２　児童福祉費 物価高対応子育て応援手当支給事業 ２，１３１

８　土木費 １　土木管理費 観音畑６号線整備事業 ３，１２８

８　土木費 １　土木管理費 ジ子ンゴ水路整備事業 １，４２６

８　土木費 ２　道路橋りょう費 新池・春木台線整備事業 ３，０００

８　土木費 ２　道路橋りょう費 下鏡田４号線整備事業 １，０００

８　土木費 ３　河川費 清水排水路維持事業 ７，０８２

８　土木費 ４　都市計画費 部田公園施設改修事業 ２９，４５０
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第４表　地方債補正
変　更

限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

千 円

（仮称）東郷こども
園 整 備 事 業

１０９，３００ 普 通 貸 借

補　　　　正　　　　前
起債の目的

新 池 ・ 春 木 台 線
整 備 事 業

７７，０００

東 郷 ・ 三 好 線 道路
改 良 事 業

１１，２００

諸 輪 地 区 渋 滞
対 策 事 業

３５，４００

涼松・半ノ木２号線
道 路 新 設 事 業

１５，３００

新 池 ８ 号 線 外 １
道 路 拡 幅 事 業

３０，６００

町 民 会 館
特 定 天 井 等
改 修 事 業

４５，３００

総 合 体 育 館
ア リ ー ナ 天 井 等
改 修 事 業

１６，８００

総 合 体 育 館
自 動 火 災 報 知 機
設 備 更 新 事 業

１７，４００

東 羽 根 穴 駐 車 場
用 地 取 得 事 業

３９，０００

 政府資金について
はその融資条件によ
り、銀行その他の場
合には起債年度から
据置期間を含めて３
０年度間以内に元利
均等又は元金均等若
しくは元金不均等の
方法で毎年度１期又
は２期に分けて償還
する。
  ただし、町財政そ
の他の都合により据
置期間及び償還期間
を短縮し、若しくは
繰上償還し、又は利
息の定率を高めない
で借り換えることが
できる。

５．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）
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限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

千 円

１，７００ 補正前に同じ 補正前に同じ 補正前に同じ

補　　　　正　　　　後

５２，０００

１１，０００

３１，３００

１０，４００

２７，９００

１９，４００

１３，３００

０

３６，０００
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１　特　別　職

２　一　般　職

（１）　総　括

備考　（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用職員について外書き

0

(0)

0 0

0 △ 620

計

補正後

△ 6200 0 △ 620

補正前

報酬

△ 50,507

（人）

(498)

比　較

比
　
較

議　員
その他の特別職

319

91,752

0

38,187

48

10,599

48

27,540

33,625

71,143

△ 620

214,044

48

54,444

71,143

124,967 27,86433,625

(5.0750)

(5.0750)

（千円）

70,523 70,523

186,180

186,800

38,187 13,582 51,769 通勤手当

77,470 14,282

（千円）

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

区　分
職員数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共済費 合　計
備考

報酬 給料 期末手当(千円）
計

（千円）（人） （千円） （千円）
年間支給率（月分）

（千円） （千円）

その他
の手当

地域
手当

寒冷地
手当

（千円）

長　等 3 27,540 10,599 48

その他の特別職 825

(5.0750)

(5.0750)議　員 15 54,444 23,026

補
正
前

長　等 3 27,540

843 125,587 27,540

計

議　員
その他の特別職

計

補
正
後

843

15

825

70,523

通勤手当

23,026 77,470 14,282 91,752

13,582 51,769

71,143

0 0 0

27,864

0 0 0

214,664

△ 620

319

(498)

0 0 0 (0.0000) 0

(0.0000)

683,141

683,141

長　等

区分
職員数

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　　計

0

計職員手当給料

0 0

（千円） （千円）

△ 50,507△ 9,829

0 △ 620

3,524,589

3,575,096

職員手当
の内訳

区　分
管理職手当 扶養手当

補正後 29,548

特殊勤務手当 時間外勤務手当

補正前

0

比　較

補正前

補正後

19,321

期末手当

86,769 20,497

（千円）（千円）（千円）

（千円）

通勤手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

地域手当 住居手当

15,558

0△ 40,678

29,548
0

区　分

86,769 20,497

管理職員特別勤務手当 宿日直手当

19,321
0

0

比　較 0

（千円）

補正前

比　較

661

0

区　分

1,408

補正後

（千円）（千円） （千円）

392,405

勤勉手当 児童手当 義務教育等教員特別手当

15,558

227 1,408

0 △ 5,3960

（千円）

78,110 661

（千円） （千円）

323,142

227
0

（千円）

2,841,448986,9861,176,239678,223

2,891,955996,8151,176,239718,901

2,840
0 0△ 4,433

327,575 16,500
16,500 2,840

397,80178,110
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議案の概要 

１ 歳入の補正 

⑴ 利子割交付金の増額に伴い、利子割交付金を１２，０００千円増額する。 

⑵ 地方交付税の減額に伴い、地方交付税を４２，８７５千円減額する。 

⑶ 民生使用料の減額に伴い、使用料及び手数料を１千円減額する。 

⑷ 児童福祉費補助金の減額等に伴い、国庫支出金を１５９，５４０千円減額す 

る。 

⑸ 児童福祉費補助金の増額等に伴い、県支出金を１０，６６２千円増額する。 

⑹ 土地売払収入等の増額に伴い、財産収入を１５，１１３千円増額する。 

⑺ 総務費寄附金等の増額に伴い、寄附金を９，０４０千円増額する。 

⑻ 財政調整基金繰入金等の減額に伴い、繰入金を２０７，２０２千円減額する。 

⑼ 総務雑入の減額等に伴い、諸収入を１，０１５千円減額する。 

⑽ 社会福祉施設整備事業債等の減額に伴い、町債を１９４，３００千円減額す 

る。 

２ 歳出の補正 

⑴ 議会運営事業費の減額に伴い、議会費を１１，２５０千円減額する。 

⑵ 財産管理事業費等の減額に伴い、総務費を５６，４７６千円減額する。 

⑶ 民間保育所運営支援事業費の減額等に伴い、民生費を２９３，１３０千円減 

額する。 

⑷ 母子保健予防接種事業費の減額等に伴い、衛生費を２１，７３９千円減額す 

る。 

⑸ 農業振興一般事業費等の減額に伴い、農林水産業費を３，８１５千円減額す 

る。 

⑹ 商工関係事業費等の減額に伴い、商工費を８，８８５千円減額する。 

⑺ 道路新設改良事業費等の減額に伴い、土木費を８８，９４４千円減額する。 

⑻ 町民会館管理事業費等の減額に伴い、教育費を１２１，２６９千円減額する。 

⑼ 減債基金積立金事業費等の増額に伴い、諸支出金を４７，３９０千円増額す 

る。 

 


